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from Pre-School to Kindergarten :  Education Policies 

Based on Standards in U.S.A. 
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 要　　約 

 　本研究の目的は、アメリカのスタンダードに基づくp ― 12の教育政策を明らかにすることである。そして、それら政
策がアメリカの就学前後の連続カリキュラムの開発に及ぼす影響を指摘する。この研究は、日本において保幼小連携
カリキュラムを検討する際の基礎の一つとなると考えられる。 
 　まず、アメリカの学校制度を整理する。日本における小学校入学前後の接続問題は、アメリカにおいてキンダーガー
テンの入学前後の問題として現れていることを指摘する。 
 　次に、アメリカのk ― 12のスタンダードに基づく教育政策について検討する。その後、アメリカの就学前のスタンダー
ドに基づく教育政策についてまとめる。アメリカでは、内容スタンダードだけではなく、プログラム・スタンダード
もユニバーサル化しつつあることがわかる。 
 　最後に、アメリカのスタンダードに基づく教育政策が就学前後の連続カリキュラム開発に及ぼす影響を検討する。 

 キーワード ： 保幼小連携、カリキュラム開発、スタンダード、アメリカ教育政策、質評価・改善システム 

 はじめに 

 　教育制度や教育方法、教育内容、そして文化など、
就学前と就学後の段差が大きいにもかかわらず、保
育所や幼稚園、小学校が自己完結し、その間の接続
が十分に考慮されていない。そしてその結果、「小
学校1年生が、新入生の時期を過ぎても落ち着かず、
学習が成立しない」 1） という事態が生じている。こ
うした事態は「小1プロブレム」として20年ほど前
から注目され、そしてその対応策として、幼稚園あ
るいは保育所と小学校の連携（保幼小連携）が検討・

実施されてきている。また、保育所保育指針や幼稚
園教育要領、そして小学校教育要領の改定（改訂）
に際しては、就学前後の連携に関する記述が新たに
加えられるまでになった 2） 。 
 　その新たに追加された記述の中でもとりわけ具体
的な小1プロブレム対策として、小学校の教科「生
活」における1年生前半のカリキュラムの工夫が小
学校学習指導要領解説生活編の「第4章　指導計画
の作成と内容の取扱い」の中で提案されている。 

 　児童の発達の特性や各教科等の学習内容か
ら、入学直後は合科的な指導などを展開するこ
とが適切である。例えば、4月の最初の単元で＊ 中部大学現代教育学部幼児教育学科
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は、学校を探検する生活科の学習活動を中核と
して、国語科、音楽科、図画工作科などの内容
を合科的に扱い大きな単元を構成することが考
えられる。こうした単元では、児童が自らの思
いや願いの実現に向けた活動を、ゆったりとし
た時間の中で進めていくことが可能となる。大
単元から徐々に各教科に分化していくスタート
カリキュラムの編成なども効果的である。 
 　このように総合的に学ぶ幼児教育の成果を小
学校教育に生かすことが、小1プロブレムなど
の問題を解決し、学校生活への適応を進めるこ
とになるものと期待される。入学当初の生活科
を中核とした合科的な指導は、児童に「明日も
学校に来たい」という意欲をかき立て、幼児教
育から小学校教育への円滑な接続をもたらして
くれる3）。   

 　スタートカリキュラムは、「小学校へ入学した子
供が、幼稚園・保育所・認定こども園などの遊びや
生活を通した学びと育ちを基礎として、主体的に自
己を発揮し、新しい学校生活を創り出していくため
のカリキュラム」 4） と定義されている。それは、児
童が就学前までに経験していた活動を学校教育の初
期に取り入れ、徐々に小学校に特有な教科教育に
児童がなじんでいけるよう配慮された教育計画で
あり、主に生活科を中心として展開されている。
2015年度のスタートカリキュラムの実施率はすで
に100％ 5） であることからすれば、小学校における
就学前後の接続を考慮したカリキュラムの実施は現
在常識となっていると言える。ではその効果は出て
いるのだろうか。 
 　スタートカリキュラムの浸透に伴い小1プロブレ
ムの発生した学校の割合が減少したと『スタートカ
リキュラムガイドブック』では述べられている 6） 。
このことからすれば、スタートカリキュラムの成果
は着実に現れていると言える。ただ、こうした動向
それ自体は望ましいと考えられるものの、問題も指
摘されている。酒井朗の指摘するように、生活科は
学校教育のほんの一部分であり、ほかの教科をどう
するのかという課題が残る 7） 。また、スタートカリ
キュラムは小学校単独でも可能である一方、それは
幼稚園や保育所との連携を看過してしまう。いくつ

かの先行事例 8） を見るとわかるように、効果的な保
幼小の接続のためには、保育者と小学校教師が交流
し、相互の理解を深める中でより包括的なカリキュ
ラムの開発をする必要があるだろう。酒井はお茶の
水女子大学付属幼稚園・小学校における取り組みに
ついて、対話を重ねながら、「幼小連携のフィロソ
フィーの基本部分を確認した上で、幼児教育と小学
校教育のカリキュラム全体を『接続』するという意
識のもとに、『接続期』のカリキュラムが編成され、

『なめらかな接続』が目指された」 9） と述べている。 
 　こうした酒井の紹介する取り組みには、酒井自身
も自覚しているように2つのカリキュラム開発の可
能性が織り込まれている。一つは、幼児教育と小
学校教育のカリキュラム全体を接続するようなカリ
キュラム開発であり、もう一つは、現行の保育所保
育指針や幼稚園教育要領、小学校指導要領、あるい
は、それぞれのカリキュラムを前提としたうえで、
就学前後の段差をなだらかにするための接続期に限
定したカリキュラム開発である。前者を「連続カリ
キュラム」、後者を「接続期カリキュラム」と酒井
は呼ぶ 10） 。酒井の事例においては、連続カリキュラ
ムを意識しながら、実践的には接続期カリキュラム
が取り組まれていた。 
 　日本における保幼小連携との関連で実施されるカ
リキュラム開発は、そのほとんどが接続期カリキュ
ラムではないだろうか。なぜならば、保幼小連携を
実際に進める現場や教育委員会は、既存の教育制度
の枠組みを前提とせざるを得ないからである。酒井
がほかの論文で指摘している通り、日本の保幼小連
携の実践は「現状の就学前 ― 6 ― 3 ― 3という教育制度
を前提として、その間の『なめらかな接続』が目指
されるところまでにとどまっている」 11） 。 
 　連続カリキュラムの開発とは、言い換えれば、保
育所や幼稚園、小学校といった校種にとらわれず、
また現行の保育所保育指針や幼稚園教育要領、小学
校学習指導要領およびそれらに基づくカリキュラム
を前提とせず、改めて幼児期から児童期（さらには
その後）にまたがる子どもの発達や教育・保育目標
を検討したうえで、幼児期や児童期に適したカリ
キュラムを創造することである。幼児期から児童期
にかけての移行問題は、小1プロブレムとして象徴
的に現れているものの、それは現行の枠組みを背景
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とした問題の一つの現れに過ぎない。より本質的な
問いは、そうした移行期を含めた幼児期から児童期
にかけての子どもの発達や学び全体を見越したうえ
で、それらをいかにして育んでいくかということで
ある。したがって、喫緊の課題に対する対応として
接続期カリキュラムを開発・実践する一方で、同時
に、長期的な視野のもと、幼児期から児童期にかけ
ての連続カリキュラムを検討していくことには意義
があると考えられる。 
 　連続カリキュラムに関し参考となる教育改革を進
めている国の一つとしてアメリカを挙げることがで
きる。アメリカにおいても日本と同様に、小学校や
中学校というような校種の別は存在する。また、そ
の校種間の移行問題もある。しかしその一方で、近
年、そうした校種別の枠組みを越えて、就学後から
高校卒業までを貫くスタンダードに基づいた教育
改革がアメリカ連邦政府主導で進められている。
そして現在、その改革は就学前にまで広がってい
る。したがって、アメリカにおいてカリキュラムを
開発・選択する際、就学前から高校卒業までを考
慮に入れたスタンダードとカリキュラムの整合性

（alignment）が問われることになる。 
 　こうしたアメリカの教育改革動向は、幼稚園や小
学校にとらわれない連続カリキュラムとしての保幼
小連携を日本において構想する際に（長所・短所を
含め）一つの可能性を示唆してくれるだろう。 
 　ただ、アメリカの連続カリキュラムの動向は検討
すべきことが多い。そこで本研究においては、アメ
リカの就学前後の連続カリキュラムについて分析し
ていく準備として、そのカリキュラム開発を制約す
るスタンダードに基づく教育政策を明らかにするこ
とを目的とする。 

 1．アメリカの学校制度 

 　本論に入る前にアメリカの学校制度について補足
しておきたい。 
 　まず、kindergarten（以下、キンダーガーテン）
についてである。アメリカのキンダーガーテンは日
本の幼稚園と異なる位置づけを与えられている。公
立のキンダーガーテンは、小学校と同じ敷地内に、
あるいは同じ施設内に設置されていることがよくあ

る（例えば、キンダーガーテンの教室の隣に1年生
の教室があるというような）。そのため、アメリカ
の小学校とキンダーガーテンは、校種としては区別
されながらも、日本と比較すればかなり一体的な教
育機関であり、就学は小学校からではなくキンダー
ガーテンからと考えられている。 
 　アメリカにおいてキンダーガーテンの入学年齢
は、州や地域によって若干のばらつきがあるが、
近年、おおむね5歳である 12） 。日本でいうところの
年長の1年間をキンダーガーテンで過ごし、そのの
ち小学校に移行することが多い。義務教育開始年
齢は5歳から8歳と州ごとでかなりのばらつきがあ
る 13） 。ただ、先にも触れた通り、キンダーガーテン
と小学校は一体的に捉えられることが多いため、ア
メリカにおいて就学開始年齢はキンダーガーテンに
入学する5歳でそろいつつあると言える。就学後に
ついては、小学校5年間、中学校3年間、高校4年
間の5・3・4制や、小学校6年間、中学校2年間、
高校4年間の6・2・4制など州ごとで様々な制度を
とっているものの、小学校から高校卒業までの期間
は12年間と定められていることが多い。そのため、
キンダーガーテン入学から高校卒業までの期間を
k ― 12（kindergarten through 12）と表記すること
が一般的である。 
 　就学前に関しては、多様な形態の教育・保育プロ
グラムが存在し、混とんとしている。例えば、日本
の保育所のような施設型のプログラムから、家に少
人数の乳幼児を集めて行われる家庭型のプログラ
ム、そして、家庭にベビーシッターなどを呼んで乳
幼児の面倒を任せるプログラムなどが含まれる。ま
た、連邦政府、州、地域のどこから助成金を受けて
いるか、貧困層を対象としているか、州から承認を
受けているかなどで様々に区分されている。 
 　キンダーガーテン入学前の年齢区分について全
米乳幼児教育協会（National Association for the 
Education of Young Childcare）は、乳児からよち
よち歩きの子ども（Infants and Toddlers）の時期（0
歳から3歳）と就学前の子ども（preschooler）の時
期（3歳から5歳）とに分けている 14） 。就学前（p）
というのは、ふつう、3歳からキンダーガーテン入
学前の期間である。ただ、後にも述べる通り、近年
では0歳児からの教育・保育にも注目が集まってい
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ることから、0歳児からキンダーガーテン入園前ま
での時期を就学前と言うことがある。 
 　いずれにせよ、アメリカで就学前後といえば、
キンダーガーテン入園前後である。そして、異校
種間の接続の問題も、キンダーガーテン以前の教
育・保育プログラムとキンダーガーテンの間の移行

（preschool-kindergarten transition）の問題として
注目されている。キンダーガーテンはかなり小学校
と一体的な形で機能しているし、とりわけここ20
年の間に、キンダーガーテンの教育内容や方法に関
して小学校化が進んでいる 15） 。それがキンダーガー
テンで活動する5歳児にとって発達的に適切である
かどうかは議論の余地があるものの 16） 、少なくとも
キンダーガーテンと小学校間のスムーズな移行には
貢献しているようである。そして、こうしたキンダー
ガーテンの変化はかえって就学前教育・保育プログ
ラムとキンダーガーテンの間の段差を大きくしてい
くだろう。 
 　以上を踏まえると、日本における就学前後の接続
問題、つまり幼保と小学校の間の接続問題は、アメ
リカの就学前教育・保育プログラム（p）とキンダー
ガーテン（k）の間の接続問題と近い状況にあると
言えるかもしれない。そこで本稿では、アメリカの
p-k間の接続に注目する。2節では、その中でも、
就学後、つまりキンダーガーテン以降のアメリカ教
育政策動向に関して、スタンダードに基づく教育改
革を中心に据えて整理していきたい。 

 2．k ― 12ナショナル・スタンダードの確立に
向けた政策動向 

 　現在、大多数の州が共通のスタンダードに基づい
たk ― 12の教育改革を進めている。州政府は、基本
的に、連邦政府に左右されることなく自らの州の教
育に関する意思決定をする権限をもっている。した
がって、各州は、どのようなスタンダードを選択す
るかを各州の判断で決めている。しかし、それにも
関わらず、大多数の州が共通のスタンダードにのっ
とって教育改革を進めている背景には、連邦政府か
らの助成金獲得を目指さざるを得ない各州の深刻な
財政難に加えて、NCLB（No Child Left Behind）
法の免責という差し迫った状況があったことが指摘

されている 17） 。 
 　NCLB法は、ブッシュ政権時の2002年1月に超党
派の議員の協力のもとに生まれた初等中等教育法

（1965年）の修正法である。NCLB法は、「すべての
子どもたちが、質の高い教育を受けるための公正・
公平かつ重要な機会を得て、州による高い学業達成
スタンダードと学業アセスメントにおいて最低限習
熟レベルにまで到達することを保証する」ことを
目標としている 18） 。そして、その目標のために同法
は、スタンダードの確立とそれに基づく評価、そし
てその結果に対するアカウンタビリティを各州に課
していた。これまでの初等中等教育法とは異なり、
NCLB法は数学と英語について多くの学年に対して
標準テストを実施し、証拠に基づく説明責任を果た
すよう義務付けた。そして、成績不良の学校等に対
しては閉校も含めた厳しい措置をとり、反対に優良
な学校に対しては助成金を多く割り当てるなど、賞
罰によって教育の底上げを図ろうとしていた。 
 　このような方針を掲げるNCLB法に対して提起
される数ある問題のうち、ここでは、そもそも達成
不可能な目標が掲げられていたという指摘 19） に注
目したい。それが現在の、全米にわたる共通スタン
ダードの普及に関係している。 
 　すべての子どもたちがスタンダードで規定された
習熟レベルを達成するということは、具体的には
2014年までにすべての子どもが数学と英語のテス
トにおいて州の定めた習熟レベルを上回る点数をと
ることを意味している。そしてそれは誰もが不可能
であると考えていた。 
 　それにもかかわらず、連邦政府はその掲げた目標
をなし崩しにしようとはしなかった。2011年にア
メリカ合衆国教育省は、4つの条件を満たすことに
合意した州に対して目標達成の責任遂行免責を提
案した。その提案は、NCLB法の目標達成を免責す
るものの、NCLB法の目標へと各州がさらに教育改
革を推進していく内容となっている。その4つの条
件の第一に挙げられているのが「カレッジ・キャ
リア・レディネスに向けたスタンダード（College- 
and Career-Ready Standards）の採用」である 20） 。
このスタンダードは次のように定義されている。 

 　カレッジ・キャリア・レディネスに向けたス
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タンダードとは、高校卒業までになされるべき
カレッジ・キャリア・レディネスに向けて構築
されたk ― 12の内容スタンダードである。州の
採用するスタンダードは（1）大多数の州に共
通するものである、あるいは、（2）スタンダー
ドを満たす生徒は中等教育以降の学校において
補習を受けなくてもよいと、州の高等教育組織
のネットワークが認証している21）。   

 　「内容スタンダード（content standards）」とは
「カリキュラム・スタンダード」とも呼ばれ、「教師
が教え、生徒が学ぶことになっていることが記述さ
れたものである。それは、生徒が教えられるべき技
能や知識の明確で具体的な説明を提供してくれる」
 22） 。つまり、免責の第一条件に、最終的にはカレッ
ジやキャリアで求められる知識が技能に到達する、
各学年で教えるべき／学ぶべき内容の一覧を採用す
ることが挙げられている。 
 　現在、免責の承認を受けている、あるいは承認
を申請している州や特別区は合計48 23） に登ってい
ることからしても、ほとんどの州が2014年までの
NCLB法の目標達成の代わりに、その目標へとさら
に改革を進めていく連邦政府の新たな条件を受け入
れていることがわかる。そして、その条件を満たす
ために、多数の州が共通する内容スタンダードの採
用に向かった。ただ、定義によれば、大規模の州に
共通する内容スタンダードを採用しなくても（2）
の方法を選択することで、州独自の内容スタンダー
ドを採用できたはずである。それにもかかわらず、
現在、多くの州が共通した内容スタンダードを採用
している背景の一つには、先にも触れた州の財政難
があると考えられる。 
 　2011年の免責の提案に先立って、2009年9月、
アメリカ合衆国教育省は「頂点への競争（Race to 
the Top）」基金（以下、RttT）を立ち上げている。
それは、2009年2月にオバマ大統領が署名し成立し
た景気刺激対策法「2009年アメリカ復興・再投資
法（American Recovery and Reinvestment Act of 
2009）」の一環として設けられた競争的基金で、43
億5千万ドルの資金が準備された。この基金もまた、
NCLB法の方針を引き継ぐものである 24） 。2010年か
ら2011年にかけて合計47の州とコロンビア特別区

が申請し、選考の結果、18の州とコロンビア特別
区が基金を獲得した。巨額な基金の獲得がかかって
いることもあり、ほとんどの州が手を挙げざるを得
なかったと予想される。 
 　基金の選考方法は、RttTであらかじめ定められ
た基準に基づいて各州の提出する書類を点数化する
というものである。その書類には現状と今後の教育
改革計画を書く欄がある。選考基準は複数あり、基
準ごとに点数が決められている。例えば、「スタン
ダードとアセスメント」という項目は、3つの細目
をもち、それぞれ（1）共通スタンダードの開発と
採用（40点）、（2）質の高い共通アセスメントの開
発と実行（10点）、（3）向上したスタンダードと質
の高いアセスメントへの移行の支援（20点）と点
数が割り当てられている（合計70点） 25） 。 
 　これら項目・細目にはさらに説明が加えられてい
る。先の（1）については、カレッジ・キャリア・レディ
ネスに向けたk ― 12の内容スタンダード開発を開発
する協会（大多数の州が参加している協会）に所属
し、そこで作られた質の高い内容スタンダードを採
用するといった、点数獲得のためのポイントが詳し
く記されている 26） 。先にも述べたように、申請時の
現状を報告する欄があることや、証拠に基づいた評
価がなされることから、現実離れした計画では高得
点を得られないだろう。言い換えれば、申請時の段
階で改革に向かっている証拠を提示しなければなら
ない。したがって、共通スタンダードの開発と採用
の項目で点数を獲得するために、州は、申請時点で
上述したような協会に所属し、幾分かはそこで開発
された内容スタンダードを採用していなければなら
ないことになる。 
 　では、RttTの要求するスタンダードとは具体的
にどのようなものなのか。ラヴィッチは、各州が「オ
バマ政権により推進されていた『コモン・コア・ス
テート・スタンダード』であると理解していた」 27）

 と述べている。 
 　「コモン・コア・ステート・スタンダード（common 
core state standards）」（以下、CCSS）とは、全
米知事協会（National Governors Association）と
全米州教育長協議会（Council of Cief State School 
Officers）主導のもとで開発された英語（English 
language arts/literacy）と数学（mathematics）に



― 6 ―

現代教育学部紀要　第9号

関する内容スタンダードであり、カレッジ・キャリ
ア・レディネスを目標とした、k ― 12の各段階で期
待される知識や能力が明示されたものである 28） 。48
州とコロンビア特別区、そのほか2つの特別区がこ
の開発に参加していた。開発は2009年9月（RttT
と同月）に始まり、2010年6月には完成版が公開さ
れている。 
 　全米知事協会と全米州教育長協議会は「連邦政府
はこの基準の開発にはかかわっていない」と述べて
いる 29） 。この主張が正しいならば、CCSSは連邦政
府によって押し付けられたようなものではなく、多
数の州が参加する協会によって主体的に開発された
スタンダードということになる。もちろんそのスタ
ンダードの採用は各州の判断に委ねられている。し
かしながら一般的に考えて、RttTにおいて確実に
点数を稼げるスタンダードとは、CCSSにほかなら
ない。こうして、連邦政府は、各州政府の意思決定
に直接関与することなく、各州の「自発的判断」
を通してk ― 12のナショナル・スタンダードを確立
していった。2015年時点で43州とコロンビア特別
区がCCSSを採用し 30） 、それに基づいた内容スタン
ダードが各州で開発されている。 

 3．スタンダードに基づく乳幼児教育・保育
改革 

 　こうした就学後（k ― 12）の内容スタンダードを
めぐる動向と並行して、アメリカの就学前教育改革
も進められている。 
 　NCLB法では、就学後、すべての子どもたちが質
の高い教育の機会を得て、内容スタンダードに基づ
く習熟レベルにまで到達することを目標として掲げ
ていた。この目標を達成するためには、就学前、つ
まりキンダーガーテン入学前の段階で、k ― 12に向
けた就学準備がなされていなければならない。こう
した考えのもと、ブッシュ大統領は2002年に、乳
幼児期の新たな教育政策指針「グッド・スタート・
グロウ・スマート（good start, grow smart）」（以下、
GSGS）を打ち出した。 
 　GSGSの概要には、現状において質の高い就学前
教育がなされていない理由が3つ挙げられている。
まず、就学前に子どもたちがしていることと入学

後に子どもたちに期待されていることとのつなが
りがあまりないこと、次に、学校の準備（school 
readiness）という観点から就学前プログラムがめっ
たに評定されていないこと、そして、就学後の成功
のための準備を就学前にどうすればいいかについて
十分な情報がないこと、である 31） 。 
 　GSGSはこうした問題への対応に対する助成の指
針であり、3つの重点領域を設定している。一つは、
ヘッドスタート 32） の強化である。ヘッドスタート
の各プログラムにアカウンタビリティを課し、英語
や数字の内容スタンダードを評価したり、ヘッド
スタートの教師たちに研修プログラムを課したり
する。次の重点領域は、就学前教育向上に向けた
連邦政府と州とのパートナーシップである。各州の
k ― 12内容スタンダードと整合性のとれた読解基礎
技能や言語技能の活動に関する自発的なガイドライ
ン（つまり就学前の内容スタンダード）を含んだ、
就学前教育プログラムの質に関する基準（つまりプ
ログラム・スタンダード）の開発を各州に要請する
と同時に、連邦政府からの助成金の柔軟な使用を認
める。最後に、教師や保育者や親への情報提供であ
る。親の乳幼児教育への意識を高めるキャンペーン
を行う 33） 。 
 　ここで内容スタンダードとプログラム・スタン
ダードについて区別しておきたい。前者はすでに説
明した通り、子どもの学ぶべき知識や能力を明示し
たものである。後者は、就学前の乳幼児教育・保育
プログラムについて、その質を測定するための基準
群のことである。例えば、ある保育プログラムにつ
いて、州の設定した内容スタンダードに即したカリ
キュラムが採用されているか、教師の資格が高い水
準に置かれているか、プログラムの実施されている
環境は適正かどうかなどが基準の一例として挙げら
れる。プログラム・スタンダードとは、内容スタン
ダードを含む様々な評価基準を含んだ乳幼児教育・
保育プログラムの質を評定するものである。 
 　GSGS指針は、スタンダードの確立とアセスメン
トによる質の向上を目指している点でNCLB法と
軌を一にしている。しかも、就学前の乳幼児教育・
保育プログラムはk ― 12の準備という観点からその
質が問われ、その内容スタンダードもk ― 12の内容
スタンダードとの整合性が強調されている。GSGS
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指針は、ブッシュ大統領の意図通り、NCLB法の目
標実現に向けた就学前教育政策の方向性を指し示す
ものとして位置づけられていた。 
 　ここでもう一つ、NCLB法およびGSGS指針と方
向性を同じくする動向が乳幼児教育・保育領域で展
開していたことにも目を向けたい。それは「質評価・
改善システム（Quality Rating and Improvement 
System）」（以下、QRIS）の開発と普及である。 
 　米国保健社会福祉省（U.S. Department of Health 
and Human Services）からの助成によって設立さ
れた全米乳幼児期質保証センター（National Center 
on Early Childhood Quality Assurance）によると、
QRISとは、州すべての乳幼児教育・保育の質を評
価し、改善し、そしてそれについて情報交換する体
系的なアプローチであるという。レストランやホテ
ルの評価システムに似て、QRISは、プログラム・
スタンダードに基づいて乳幼児教育・保育プログラ
ムを格付けするものである 34） 。 
 　QRISを構成する5つの要素「プログラム・スタ
ンダード」、「プログラム運営者と実践者のサポー
ト」、「財政的刺激」、「質保証とモニタリング」、「消
費者教育」を見ていくと、さらにそのシステムの機
能が明らかとなる 35） 。まず、州は、プログラムを格
付けする階層化されたプログラム・スタンダードを
作成する。このスタンダードには、内容スタンダー
ドとカリキュラムの整合性や、教師たちの資格の高
さ、プログラムの運営状況など、乳幼児教育・保育
プログラムの質に関連する多様な評価項目が含まれ
ている。州はこれら複数の評価項目に基づいた報告
書の提出を各プログラムに課し、また実地調査等も
行う。そして、こうした証拠に基づいて州は各プ
ログラムを星1つ、星2つ、というように格付けす
る。州は、この格付けによって各プログラムの助成
金額等を差別化することで、各プログラムの運営者
を質の改善へと駆り立てる。しかし、質の改善は運
営者だけに委ねられてはいない。州は各プログラム
を評価するシステムに加えて、各プログラムや実践
者（保育者）を支援するシステムを構築する（例え
ば専門性発達のためのセミナーをするなど）。他方、
各プログラムの報告書や格付けの結果などを情報公
開し、その情報に基づいて保護者が質の高い保育プ
ログラムを選ぶことができるように保護者を教育す

る。 
 　このようにQRISの内容を概観すれば、重要な点
でNCLB法およびGSGS指針と方向性が一致してい
ることがわかる。乳幼児教育プログラムのスタン
ダードの確立とそれによる評価、評価に基づく賞罰、
保育者への支援、親（消費者）の意識喚起と情報提
供などである。2000年代の前半以降、アメリカで
は以上のような就学前教育・保育改革が推進されて
いた。QRISに関して言えば、1998年に州全体レベ
ルのQRISがオクラホマ州で開発されて以降、2004
年には10の州で採用され、25の州で採用が検討さ
れている 36） 。そしてそれ以降、共和党のブッシュか
ら民主党のオバマに政権が移っても、この改革の方
向性は保たれている。 
 　オバマ政権は、k ― 12教育改革に関してもそうで
あったように、乳幼児教育改革についてもブッシュ
政権時の教育政策をさらに前へと進めている。例え
ば「0 ― 5プラン（zero to five plan）」では、「これま
での乳幼児教育プランとは異なり、乳児の早期ケア
と教育に力点を置いている。その時期こそ、キンダー
ガーテン入園準備にとってきわめて重要な機関であ
る」と述べ、各州の0歳児から5歳児までの教育に
対する取り組みを促進し、すべての子どもたちが就
学前教育に参加できるための動きを支援すると表明
している 37） 。その具体的な促進・支援策の一つが「頂
点への競争―早期教育に向けた取り組み（Race to 
the Top -- Early Learning Challenge）」基金（以下、
RTT-ELC）である。これは、「カレッジ・キャリア・
レディネス」を核心としたk ― 12を対象とするRttT
の乳幼児教育版であり、「キンダーガーテンへ向け
た準備を核心とした競争的基金である」 38） 。2011年
以降、計38の州とコロンビア特別区、プエルトリ
コが申請し、19の州とコロンビア特別区が基金を
獲得した。 
 　RttTと同様に、RTT-ELCの選考方法も、あらか
じめ定められた基準に基づいて各州の提出する書類
を点数化するというものであり、その書類に現状と
今後の教育改革計画を書く点も同じである。州全体
にわたるシステムの開発や説明責任の果たせる質の
高いプログラムの構築、乳幼児の学習・発達成果の
促進、乳幼児教育労働力の向上、結果の進歩の測定
などが評価項目として挙げられている。300点満点
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中、QRIS関連に割り振られた点数は合計75点に及
んでいる 39） 。このことからすれば、連邦政府は、各
州で作成したQRISによって各州の判断基準で乳幼
児教育・保育プログラムを評価・改善することを進
めているように見える。だが、QRISで用いられる
乳幼児教育・保育プログラムの評価基準、すなわち
プログラム・スタンダードについて、「子どもの学
習成果の向上をもたらすと全国的に認知されたスタ
ンダードと同等の」スタンダードを選択するよう指
示している。そして全国的に認知されたプログラム・
スタンダードの例として、ヘッドスタートで用いら
れるプログラム・スタンダードや、国防総省の子ど
も発達プログラム、アメリカ小児科学会やアメリカ
公衆衛生学会、アメリカ・リソース・センターなど
によって作成されたスタンダードの3つを挙げてい
る 40） 。このことからすると、連邦政府は各州によっ
て主体的なQRISの開発を推進させながら、実質的
には共通したプログラム・スタンダードに基づいて
アメリカ全土の乳幼児教育プログラムを同一基準で
改革しようという意図のあることがわかる。 
 　内容スタンダード（RTT-ELCでは早期学習・発
達スタンダードと呼ばれている）についても最大
30点から15点の幅で得点が割り振られている（申
請内容により異なる）。最大の場合は、満点のうち
の10％に当たる点数である。点数獲得の条件とし
て、発達的、文化的、言語的に適切なスタンダード
であり、学校レディネスのすべての必須領域をカ
バーしていることや、少なくとも早期リテラシーや
数学に関して州のk ― 3スタンダードと整合性がとれ
ていることなどが挙げられている 41） 。 
 　内容スタンダードに関してRTT-ELCは、プログ
ラム・スタンダードと異なり、参考にすべき全国レ
ベルの内容スタンダードの具体名を挙げていない。
各州で開発したk ― 3の内容スタンダードと整合性が
とれていることが条件として挙げられているだけ
である。しかし、国立乳幼児教育研究所（national 
institute for early education research）の調査によ
れば、2015年時点において32の州とコロンビア特
別区はCCSSと整合性のとれた早期学習・発達スタ
ンダードを採用しており、4つの州は整合性をとる
ように開発を進めている。つまり、内容スタンダー
ドに関しても、多くの州によって共通する基準が採

用されており、またその共通する基準をもとに乳幼
児教育・保育プログラムのカリキュラムの質が評定
されている。 

 おわりに
スタンダードと連続カリキュラムの関連 

 　現在、多くの州によってCCSSに基づいた州のk ―
 12内容スタンダードが開発され、採用されている。
さらに、そのスタンダードと整合性のとれた乳幼児
教育・保育の内容スタンダードも開発・採用されて
いる。乳幼児教育・保育の内容スタンダードは子ど
もたちをキンダーガーテン以降の学校教育に向けて
準備するための目標細目であるものの、そのキン
ダーガーテン以降の学校教育の内容スタンダードが
子どもたちをカレッジやキャリアに向けて準備する
ための目標の細目であることからすれば、乳幼児教
育・保育の内容スタンダードもまた、結局のところ
カレッジ・キャリアの準備に向けられたものである
ことは明らかである。現在、カレッジ・キャリア・
レディネスのための連続したp ― 12（就学前から高
校卒業までの）内容スタンダードがアメリカ全土に
いきわたりつつあることがわかる。 
 　CCSSを主導した全米知事協会と全米州教育長協
議会は、内容スタンダード（彼らは「教育スタンダー
ド」と呼ぶ）とカリキュラムの関係について次のよ
うに説明している。 

 　教育スタンダードとは、各学年の生徒が知っ
ているべき、またできるべきことに関する学習
目標である。コモン・コアのような教育スタン
ダードはカリキュラムではない。カリキュラム
は日々の教授活動の詳細なプランであり、各地
域や教育者が選ぶものである。言い換えると、
コモン・コアは生徒が知る必要のあることやで
きる必要のあることに関するものであり、カリ
キュラムとは、その学習目標を生徒が学ぶ方法
に関するものである42）。   

 　つまり、カリキュラムとは、内容スタンダードが
詳細に示した、各年齢で知るべきこと・できるべき
ことをどのようにして子どもたちが学ぶのか（どの
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ようにして教師たちが教えるのか）に関する、日々
の教育計画とされている。こうした限定的な意味で
のカリキュラムに関して、就学前後の連続カリキュ
ラムの連続性は、言うまでもなく内容スタンダード
の連続性によって保障されることになる。この内容
スタンダードがカレッジ・キャリア・レディネスに
向けて連続している以上、カリキュラムもまた、そ
れに向けて連続することになる。この点、アメリカ
の内容スタンダードは、カリキュラムの方向性を強
く規定していると言える。カリキュラムは、「各地
域や教育者が選ぶもの」とされていることからすれ
ば、就学前の乳幼児教育・保育プログラムのカリキュ
ラムや就学後のキンダーガーテンのカリキュラムの
開発や選択は、例えば現場の保育者や教師の意思決
定に委ねられているはずである。ただし、その選択
にはかなり強い規定が課せられているのである。 
 　「かなり強い」とここで言うのは、アメリカの内
容スタンダードがきわめて詳細な目標を記載してい
るからである。例えば、キンダーガーテンの英語の
スタンダードは「書き（writing）」について次のよ
うな目標を設定している。「子どもたちは、自分で
書いたものを示したりその内容についての情報を提
供したりする説明文を構成するために、描画や書き
取りや記述などを組み合わせて使う」 43） 。したがっ
て、カリキュラム開発に携わる人は、何らかの形で
教育・保育計画の中に、子どもたちが何かについて
の説明文を絵や文字を使って作る活動を盛り込むこ
とになる。もちろん、こうした目標は、教師の活動
に明確な教育的意図をもたらす点や日々の実践を見
直す点などで意味がある。しかし、他方において、
現場の教育・保育を委縮させてしまうかもしれない。
アメリカの就学前教育・保育の現場からは、すでに

「子どもにとってCCSSは適切なのか」といった疑
問もあがっている 44） 。詳細な目標の列挙である内容
スタンダードの連続性が、実際にどのような形で連
続カリキュラムの連続性を保障/規定するかについ
ては、今後、さらに内容スタンダードの中身に踏み
込んで検討する必要があり、今後の課題であると言
える。 
 　プログラム・スタンダードについても言及してお
きたい。プログラム・スタンダードは、内容スタン
ダードを含め、就学前後の連続カリキュラム開発に

大きな影響を及ぼす複数の評価基準からなる。例え
ば園内環境に関するアセスメントの実施の有無や、
子どもの学習達成度のアセスメントの実施の有無な
どがある。前者はカリキュラムが実施される環境を
測定し、後者は子どもの学びのプロセスやその成果
を測定するものである。その測定結果でプログラム
が評定されるため、乳幼児教育・保育プログラムの
運営者はそれら測定の基準に合わせてプログラムを
改善することになるだろう。そしてこうした影響は、
カリキュラムの開発や選択にも影響を及ぼすことに
なりうる。 
 　本研究においては、プログラム・スタンダードの
詳細には触れなかった。今後は、その詳細を整理し、
就学前後の連続カリキュラムの開発をどのように方
向づけたり制約したりするかを分析する必要がある。 
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Abstract

　 The purpose of this paper is to clarify the p ― 12 education policies based on standards in the U.S..  The study 
points out what influences the policies have on the p-k curriculum development.  This paper will be one of the bases 
of the study on the consecutive curriculum from kindergarten or day care centers to elementary school in Japan.
 　 First, this study summarize the U.S. education system.  It shows that transition problems from kindergartens 
or day care centers to elementary schools in Japan represent the transition problems from pre-schools to 
kindergartens in the U.S.. 
 　 Second, this study analyses k ― 12 education policies based on standards in the U.S., and then, pre-school 
education policies based on standards in the U.S..  In the U.S., program standards as well as content standards are 
universalizing. 
 　 Finally, this study considers the influences of the U.S. education policies on the p-k curriculum development. 

Keywords:   transition between kindergarten and elementary school, curriculum development, standards, education 

policies in the U.S., Quality Rating and Improvement System (QRIS) 




